
【書 評】

本書の著者達の問題意識は，「米国やヨーロッパ

諸国が最近の景気後退の影響からなかなか立ち直れ

ないのに対して，アジア諸国の景気が急速に回復し

たのはなぜか」を理論的に説明できる数学的な経済

モデルを構築することである．著者達がいう「最近

の景気後退」（recent recessions）とは，2008年に発

生した米国発の「サブプライム・ショック」をきっ

かけにしてヨーロッパ諸国や日本を含むアジア諸国

にまで急速に伝播した「世界金融危機」に基づく景

気後退のことを指しているものと思われる．自らが

設定した上述の疑問に対する著者達の解答は，「ア

ジア諸国では欧米の諸国に比べて自営業の生産者

（self-employing producer）ないしは生産者と消費者

を兼ねる家計（producer-consumer households）が圧

倒的に大きな比重を占めているので，そのことによ

る総需要への正の外部効果（positive aggregate-

demand externalities）が存在するから」である．

本書は，以下の 9つの章から成り立っている．

第 1章 生産者と消費者を兼ねる家計のプロトタイ

プ・モデル

第 2章 競争的市場の発展を通じた生産者と消費者

を兼ねる家計の行動の変容

第 3章 産出物の供給への内部賃金率の影響：日本

の米作農家に関する構造推定

第 4章 生産者と消費者を兼ねる家計の経済的分化

第 5章 労働供給の構造

第 6章 資本用役への需要（家計財の生産における

消費財）

第 7章 自営による雇用が含まれるニューケインジ

アン・タイプの二重経済

第 8章 各部門の生産性と家計財の自家生産が必然

的である経済の挙動

第 9章 経済の集計変数の変動を安定化させる生産

者と消費者を兼ねる家計の正の総需要外部

性：日本と米国の比較

第 3章では日本の米作農家の実証分析が行われ，

第 9章では日本と米国のデータを比較した実証分析

が行われているが，その他の章はすべて，数学的な

理論モデルによる分析にあてられている．本書で使

用されている分析方法は，標準的なミクロ経済学で

お馴染みの比較静学である．本書で展開されるモデ

ルは，時間を含まない静学的な条件付き最適化問題

によって定式化され，クーン＝タッカー条件によっ

て特徴づけられる連立不等式またはラグランジュ乗

数法によって特徴づけられる連立方程式によってモ

デルの解の性質が表される．目的関数や制約条件の

相違によって様々な状況が特徴づけられ，パラメー

ターの変化に内生変数がどのように反応するかが，

微分計算と行列式を用いた比較静学によって分析さ

れる．本書はマクロ経済学的なテーマを扱っている

が，分析手法はミクロ経済学的である．その意味で，

本書の構成は，「マクロ経済学のミクロ経済学的基

礎」を意識したものになっている．

本書の主要な結論を理論的に導出する最も重要な

章は第 7章であり，それ以前の章は，第 7章で使用

される部品のひとつひとつを丁寧に構築することに

あてられている．第 7章のモデル分析の概要は，以

下のとおりである．

生産者と消費者を兼ねる家計は，家計メンバーの

経済厚生の最大化を目的として経済活動を行うが，

資本主義的な企業は，売上金額と費用の差額として

の利潤を最大化することを目的として経済活動を行

うことが仮定されている．さらに，資本主義的な企

業は，労働者の士気を保って労働規律を維持するた

めに，完全競争市場における均衡賃金よりも高い賃

金をオファーし，その結果労働市場において超過供

給が発生するという，シャピロ，スティグリッツ，

イェレン等の「ニュー・ケインジアン」モデルで導

入されている「効率賃金仮説」が採用されている．

しかし，生産者と消費者を兼ねる家族企業は，家族

が従業員なので，資本主義的な企業のような賃金政

策を採用する必要はない．家族のメンバーの一部は

資本主義的な企業によって雇用されているが，もし

解雇されれば，彼らは，家族企業で雇用されるか，

または，自ら家族企業を設立する．このような異な

った行動原理を持った二種類の企業が共存する「二
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重経済」（dual economy）が分析の対象になっている．

著者達の主な関心は，このような「二重経済」にお

ける総需要のショックによって引き起こされる経済

変動の大きさを，消費者を兼ねる労働者が資本主義

的な企業のみによって雇用される「標準的なケイン

ジアン・タイプの経済」における経済変動の大きさ

と比較することである．本書では，総需要の変化は，

教科書的なケインズ・モデルと同様に，企業によっ

て行われる投資支出の外生的な変化によって引き起

こされることが仮定されている．その結果，以下の

ような結果が比較静学の手法によって導出されてい

る．

「二重経済」における資本主義的な企業の賃金は

家族企業の賃金より高いが，両タイプの企業の賃金

格差は，「反循環的」（countercyclical）である．すな

わち，好景気になると賃金格差は縮小し，不景気に

なると賃金格差は拡大する．また，「二重経済」に

おける失業率は，資本主義的企業のみから成るケイ

ンジアン・タイプの企業と同様に，「反循環的」で

ある．すなわち，好景気になると失業率は減少し，

不景気になると失業率は増加する．ここで，「好景

気」の時期とは，投資支出の増加に伴って総需要が

拡大する時期を意味し，「不景気」の時期とは，投

資支出の減少に伴って総需要が縮小する時期を意味

するものとする．

二種類の異なった企業部門の生産量はいずれも

「順循環的」（procyclical）である．すなわち，いずれ

の部門の生産量も，好景気になると増加し，不景気

になると減少する．しかし，家族企業の生産物の価

格変動は，資本主義的企業の生産物の価格変動より

激しい．すなわち，家族企業の生産物の価格は，資

本主義的な企業の生産物の価格に比べて，総需要が

拡大する「好況期」にはより急速に上昇し，総需要

が縮小する「不況期」にはより急速に下落する．

ところで，本書のモデルにおける最も重要な結論

は，経済全体の総雇用量と資本主義的な企業の雇用

量は「順循環的」であるが，家族企業の雇用量は

「反循環的」であることである．このことは，「二重

経済」は資本主義的な企業のみから成る「ケインジ

アン・タイプの経済」よりも雇用の変動が緩やかで

安定的になることを意味している．たとえば，不況

期には賃金下落率が低い資本主義的な企業の雇用は

減少するが，資本主義的な企業に解雇された労働者

の一部が賃金下落率が高い家族企業に雇用されるこ

とによって，総雇用の落ち込みが緩やかになるので

ある．すなわち，「二重経済」における家族企業は，

反循環的な財政金融政策を行って景気の安定化をは

かる政府と同様の役割を事実上果たしているのであ

る．これが，本書で展開されている「二重経済」の

モデル分析の主要な結論である．

本書は，標準的なミクロ経済学のオーソドックス

な分析手法を駆使して具体的なマクロ経済問題の分

析に応用し，経済学的に意味のある結論を理論的に

導出している興味深い研究成果として，高く評価さ

れるべきである．そのことを前提としたうえでのこ

とであるが，本書のアプローチにおける以下のよう

な問題点と限界を指摘することができるであろう．

それは，本書のモデルにおける動学分析と金融的要

因の分析の欠如である．

本書における理論モデル分析は，極めて精緻な分

析であるとはいえ，時間を含まない比較静学分析に

限定され，時間とともに変化する経済の動学分析が

なされていない．本書が分析の対象とする「経済変

動」は，すぐれて動学的な現象であり，そのような

現象を直接に分析する動学分析のための数学理論も

最近では急速に発展している（たとえば，G. Gandol-

fo Economic Dynamics, Fourth Edition, Springer,

Berlin, 2009参照）ので，かつてよりは動学分析の敷

居が低くなっているのである．近い将来，著者達が

本書の分析を発展させて真の意味での動学分析を試

みられることを期待したい．

また，本書における金融的な分析の欠如は，本書

の分析的枠組みの範囲内で以下のような問題に光を

当てることを不可能にする．著者達は，「アジア諸

国が欧米諸国に比べて最近の景気後退から急速に立

ち直った」理由としてアジア諸国で一般的な「二重

経済」という経済構造の特質を挙げ，その主張を支

持する理論分析を試み，第 9章の実証分析では，日

本経済のほうが米国経済よりも家族企業の割合が高

いことが述べられている．しかし，実は，日本は，

2008年に米国に端を発した「サブプライム・ショ

ック」による「最近の景気後退」からの立ち直りが

先進国の中で最も遅い国であった（震源地の米国よ

りも回復が遅かった）ことがデータによって明らか

にされているのである（たとえば，浜田宏一『アメ

リカは日本経済の復活を知っている』講談社，2013

年参照）．浜田宏一氏は，前掲書において，米国・

イギリス・ヨーロッパの中央銀行に比べて 2012年

までの日本銀行の金融政策が極度に消極的であった

ことに起因する急速な円高がその根本原因であった
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ことを指摘している．すなわち，当時の日本経済は，

「二重経済による安定化効果」を，「金融的要因によ

る不安定化効果」のほうがはるかに凌駕していたの

である．このような問題を理論モデルで分析するた

めには，金融と為替レートをモデルの中核に取り込

んだ動学モデルを構築する必要があり，金融や為替

レートを捨象した静学モデルでは間に合わないので

ある．

しかし，以上で指摘した論点は，本書で展開され

ている理論モデルとは全く異なった方法論に基づく

別個のリサーチ・プログラムによって解決されるべ

き論点であり，本書固有のアプローチの有用性や価

値を決して否定するものではない．本書で得られた

研究成果は，それ自体として価値のある重要な研究

成果として評価されるべきである．

［浅田統一郎］
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